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１．これまでの取り組みに対する評価 

 

本市においては、平成 17 年３月の「地方公共団体における行政改革の推進のための

新たな指針」（総務事務次官通知）に基づき、少子高齢化や人口減少時代を目前に控え、

国・地方を通じた厳しい財政状況の中で、平成 17 年度から 21 年度までの５ヵ年計画

として集中改革プランを策定し、定員管理や給与等の見直し、民間委託等の推進、事

務事業の再編・整理等について、５年間で約 50 億円の経費削減を目標に取り組んでき

ました。 

   具体的には、職員の定員管理では５年間で職員数の削減を行い、さらに平成 19 年度

以降に実施した職員給与や各種手当の見直しを含めた人件費の削減額は、平成 20 年度

で約８億円、５年間では約 25 億円となり、何れも目標額を達成しています。 

その他にも、入札制度の改善や指定管理者制度の導入、経常経費の見直しなどによ

り経費を削減し、また受益者負担の適正化としては、保育料の見直しや学童保育の有

料化などに取り組むとともに、子育て、教育、保健医療の充実や防犯・防災への対応

など、新たな市民ニーズに応えるための施策の充実をおこないました。   

 

   （集中改革プランの実績）                 （単位：百万円） 

 

 

主な項目 

 

５年間の削減 

累積(見込)額 

歳

入 

税の徴収、手数料関係 

受益者負担の適正化 

34 

         230 

人件費関係 2,519 

民間委託（指定管理者制度導入等）関係          293 

補助金等の見直し          44 

事務事業の見直し          2,456 

  

歳

出 

 

その他          43 

             合  計          5,619 

     

 

（集中改革プランの主な残課題） 

・粗大ごみの有料化 ・斎場火葬料金の見直し 

・管理企画部門の統合等 ・生涯学習部の企画部門の統合等 

・校園務員業務の委託化 ・新たな施設への指定管理者制度の導入 

・住民票自動交付機の導入  
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２．財政状況と今後の見通し 

 

市の収入全体に占める市税収入の割合は約４割で、その市税収入は平成 10 年度以降

減少傾向が続いています。平成 19 年度には税源移譲により一時的に増加したものの、

平成 20 年度には法人市民税の落ち込みにより減少しています。また長引く経済不況の

影響により、平成 21 年度はさらに大幅な減少となりました。この状況は当分の間続く

ものと予想されます。 

また、収入の一部を補うために基金（市の貯金）を繰り入れしていますが、その額

は年々増加の傾向にあり、基金残高は減少しています。 

支出については、人件費はこの５年間で職員数の削減などにより減少していますが、

少子・高齢化への対応や生活保護受給世帯の増加による扶助費などが年々増加してい

ます。 

このような状況から、財政見通しについて、収入面においては人口減少・少子高齢

化に伴う生産年齢人口の減少による影響や経済状況が先行き不透明な中で市税収入の

増加は見込みにくく、厳しい状況が続くものと予想されます。一方、支出においては、

子育て・高齢者対応のための扶助費などの支出がさらに増加し、収支の差は年々大き

くなると予想されます。 

 

 

 

 

３．行財政改革の継続的な実施 

 

本市を取り巻く環境は、非常に厳しいものがあります。長引く経済不況の中で、少

子・高齢化が進行し、先行きはますます不透明な状況になっています。 

一方で、市民ニーズは多様化・複雑化し、これらの市民ニーズに対応していくため

には、行財政のさらなる効率化と事務事業の見直しが必要で、引き続き行財政改革に

取り組み、収支の差を補いながら行財政運営の着実な推進を図らなくてはなりません。 

そのため５つの項目を基本方針として、平成 22 年度から 26 年度までを計画期間と

する行財政改革に取り組みます。 

本計画は、社会経済情勢の変化や取り組み状況により、必要に応じて適時見直しを

行うとともに、各年度の進捗状況について情報公開します。 

なお、本計画に具体的に挙げられていない項目についても、職員の創意工夫により

積極的な取り組みを進めます。 
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  （単位：百万円）

  H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度

市税、交付税、譲与税・交付金な

どの一般財源（臨時財政対策債を

含む） 

22,910 22,835 22,926 22,877 22,947

 
 内、臨時財政対策債 1,964 1,964 1,964 1,964 1,964

国・府支出金 7,862 7,987 7,937 8,007 8,077

市債（臨時財政対策債を除く） 400 350 350 350 350

その他 ※1 3,969 3,514 3,509 3,409 3,417

歳 
 
 
 

入 

Ａ 35,141 34,686 34,722 34,643 34,791

人件費 6,896 6,746 7,107 6,996 7,142

扶助費 9,803 9,999 10,199 10,352 10,507

公債費 2,340 2,157 2,267 2,267 2,267

投資的経費 2,318 1,761 1,510 1,510 1,510

他会計繰出金 4,581 4,662 4,722 4,861 5,005 

その他 ※2 9,512 9,594 9,514 9,434 9,354

歳 
 
 

出 

Ｂ 35,450 34,919 35,319 35,420 35,785

   収 支    Ａ－Ｂ ▲ 309 ▲ 233 ▲ 597 ▲ 777 ▲ 994

・推計は普通会計で行っています。 

・推計は国の政策等による変動が大きいことから、毎年度見直すものとします。

 

※推計の前提条件 

   （歳入） 

 ※1（その他の内訳）・・・分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入

 ・市税：長引く不況などにより減少傾向で見込んでいます。 

 ・交付税：平成 21 年度決算見込みベースに市税の減収分を考慮して見込んでいます。 

 ・譲与税・交付金・臨時財政対策債：平成 21 年度決算見込みベースで据え置いて見込んでいます。 

 ・国・府支出金：歳出の扶助費・普通建設事業の補助分に連動、大阪ミュージアム事業を積み上げて 

見込んでいます。 

 ・市債：普通建設事業の補助分に連動して見込んでいます。 

 ・その他：基金繰入金については、職員退職・奨学・生活つなぎ資金・地域福祉基金のみを積み上げ、 

その他は、平成 21 年度決算見込みベースで据え置いて見込んでいます。 

（歳出） 

※2（その他の内訳）・・・物件費、維持補修費、補助費等、積立金、投資及び出資金・貸付金 

     ・人件費・公債費・他会計繰出金：所要額を積み上げて見込んでいます。 

 ・扶助費：平成 21 年度決算見込みをベースとして、直近の伸び率などを用いて積み上げて見込んでいます。

     ・投資的経費・その他：所要額を積み上げて見込んでいます。 

 

（平成 22 年度から 26 年度までの財政推計） 
 

参考資料 
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４. 基本方針 
 

(1)行財政改革の継続的な実施 

    集中改革プランの実績を踏まえ、職員数の見直しなど人件費の抑制や民間活

力の導入のほか事務事業の見直しを引き続き実施します。 

 

 

(2)本市を取り巻く社会経済状況に見合った財政運営 

    人口減少、生産年齢人口の減少による影響が懸念される市税など財源の確保

や新たな収入の確保にも努めるとともに、子育てや高齢者対策など重要施策の

推進や非常事態・突発的事態にも対応できるように、限りある財源を選択と集

中により効率的かつ効果的に運用します。 

 

 

(3)地域主権の推進と財源等の移譲に向けた国・府への働きかけ 

    地域のことは地域自らが決めるという市民本位の分権型社会にふさわしい

地域主権を推進します。 

    地域主権の実現に向けては、効率的な行政運営を図るため、近隣市町村との

広域連携を推進します。 

また、基礎自治体として自立することが求められる状況の中で、国・府へ財

源等の移譲を働きかけます。 

 

 

(4)行政運営の見直し 

    多様化する市民ニーズに応えるため、市民参加、情報公開の更なる促進によ

り市民との情報共有に努め、市民と行政が連携・協働する効率的な行政組織・

行政運営を推進します。 

    また、総合計画に基づく施策を効果的に実施するために、フォローアップを

おこなうとともに、事務事業の評価をおこないます。 

 

 

(5)人材の育成と効果的な活用 

限られた職員定数の中で、多様化する市民ニーズに対応するため、人材の育

成と効果的な活用を図っていきます。 

また、危機感をもって行財政改革に取り組むための意識改革として、財政状

況などの職員研修や庁内連携などをおこないます。 

 

 

 

 

 



5 
 

 

 

５. 行財政改革の具体的な項目 
 

(1)定員管理・給料等の見直し・・・・・削減目標額 約 １２億９千万円 

○人件費の削減 

 再任用職員の効率的な配置による職員数の抑制や給料等の見直しにより、 

人件費の削減に取り組みます。  

  ○人材の育成と効果的な活用 

   職員の意識改革や資質向上のための研修の実施等に取り組み、人材の育成 

と活用を図ります。 

 

  取り組み 具体的な内容 担当課  22 23 24 25 26

職員数の管理 
再任用職員の効率的な配置による職員

数の抑制 
政策推進課 ○ ○ ○ ○ ○

臨時職員の活用 臨時職員の有効活用 政策推進課 ○ ○ ○ ○ ○

給料の減額（平成 22 年度・23 年度） 人事課 ○ ○    

昇給率の抑制 人事課 ○ ○ ○ ○  給料の見直し 

初任給の引き下げ 人事課 ○     

住居手当（持家分）の段階的廃止 人事課   ○ ○ ○  

人 

件 

費 

の 

削 

減 

 

手当ての見直し 

 住居手当（一律支給分）の廃止 人事課  ○     

職員の意識改革、資質向上

の推進 

職員研修や職場内研修（ＯＪＴ）、課

内会議の実施 
人事課 ○ ○ ○ ○ ○

人事評価制度の研究 
人材育成・適正評価に向けた人事評価

制度の研究 
人事課  ○ ○ ○  

人
材
の
育
成
と
効
果
的
な
活
用 

職員の士気向上への取り組

み 

働きがいのある職場風土づくり、職員

の意欲や能力を引き出す様々なしくみ

づくり 

人事課 ○ ○ ○ ○ ○
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(2)事務事業の見直し・・・・・削減目標額 約 ４億円 
 

○事務事業の見直し 

社会経済情勢や市民ニーズに合わせた事務事業の効果的な実施に向けた見

直しを行います。 

○民間活力の導入 

市民サービスを向上するため民間委託の更なる検討と新たな施設への指定

管理者制度の導入を行います。 

○経費削減 

全庁的なエコアクションの推進や ICT の推進など効率的な行政運営による

経費削減に努めます。 

 

 取り組み 具体的な内容 担当課 22 23 24 25 26

補助金等のあり方の検討 
市の単独事業・制度などのあり方の

検討 
各課 ○ ○ ○ ○ ○

各種イベントのあり方の検討 
市民ニーズに合致したイベントのあ

り方の検討 
各課 ○ ○  

案内業務のあり方の検討 
総合窓口、フロアマネージャのあり

方の検討 

市民窓口課 

・情報公開

課・各課  

○ ○  

電子入札制度の導入 
透明性確保のための電子入札制度の

導入 
契約検査課  ○   

駐車場運用の見直し 
駐車場の統廃合・有効活用などの検

討 
総務課  ○ ○ ○  

事 

務 

事 

業 

の 

見 

直 

し 

事務事業評価の再構築 
行政評価システムによる事務事業評

価 

政策推進課 

・各課 
○ ○  

保育園の民営化 みどり保育園等の民営化 保育課 ○ ○ ○ ○ ○

校園務員業務の委託化の推進 
小中学校・幼稚園の校園務員業務の

民間委託化の推進 
教育総務課  ○ ○ ○ ○

指定管理者制度の導入 
未導入施設への指定管理者制度の導

入 
各課  ○ ○ ○ ○ ○

窓口交付事務及び管理業務委託

化の検討 

窓口業務・管理業務の民間委託・嘱

託化など 
各課 ○ ○ ○ ○ ○

PFI 手法による浄化槽の整備及

び管理の推進 

PFI 手法による浄化槽の整備及び管

理の推進 

下水道管理

課 
○ ○ ○ ○ ○

民 

間 

活 

力 

の 

導 

入 
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  取り組み 具体的な内容 担当課 22 23 24 25 26

各種負担金の見直しの検討 
全国・近畿など階層に渡る負担金の

整理・見直し 
各課 ○ ○ ○  

各種委員・団体の出張研修等の

見直し（職員旅費も含む） 
出張研修・随行の見直し 各課   ○ ○ ○

各種委託内容の再点検 委託内容精査及び業務仕様の見直し 各課  ○ ○ ○ ○ ○

住民票自動交付機の導入の検討 住民票自動交付機の導入効果の検討 市民窓口課 ○ ○  

ICT 化推進による事務の効率化 

事務処理の情報化の推進、GIS 等に

よる情報共有化の推進、ホストコン

ピューターのあり方の検討 

政策推進課

各課 
○ ○ ○ ○ ○

エコアクションの推進 
庁内エコアクションの取り組みによ

る光熱水費等の削減 

みどり環境

課・各課  
○ ○ ○ ○ ○

会議録作成事務の効率化 各種会議の会議録作成事務の効率化
情報公開課 

・各課 
 ○ ○  

 
 
 
 
 
 
 
 

経 

費 

削 

減 

被服貸与規則の見直し 事務服の廃止 人事課 ○   
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(3)収入の確保・・・・・目標額 約４億３千万円 
 

○税等の徴収対策 

市税等の徴収率向上に向けた取り組みを進めます。 

○受益者負担の適正化 

  行政サービスの利用度に応じた適正な負担を検討し、負担の公平性を確保 

します。 

○新たな収入の確保 

  市の所有する物件・備品などへの広告掲載など、新たな収入の確保に努め 

ます。 

 

 

  取り組み 具体的な内容 担当課 22 23 24 25 26

コンビニ収納の推進 
国民健康保険料・介護保険料

などへの導入・検討 

保険年金課・高齢介

護課など関係課 
○ ○    

徴収金コールセンター設置 
コールセンターによる市税

等の納め忘れの防止 

納税課・保険年金課

など関係課 
○ ○    

徴収業務（滞納分）の一元化 

市税・国民健康保険料・介護

保険料等の滞納処理部門の

一元化 

納税課・保険年金課 

・高齢介護課など関

係課 

  ○ ○ ○

税 

等 

の 

徴 

収 

対 

策 

課税客体の把握強化 
課税客体の把握強化による

税収の確保 
課税課 ○ ○ ○ ○ ○

学校体育施設開放時の使用料徴

収 

使用料徴収による負担の適

正化 

スポーツ振興課・教

育総務課 
  ○ ○ ○

体育施設使用料の見直し 
無料施設の有料化の検討、料

金改定による負担の適正化 
スポーツ振興課   ○ ○ ○

斎場火葬料金の見直し 
料金見直しによる負担の適

正化  
衛生課   ○ ○ ○

粗大ごみの有料化 有料化による負担の適正化 衛生課   ○ ○ ○

浴室利用の有料化 有料化による負担の適正化 
地域福祉課・社会教 

育課 
○     

施設貸出による使用料の徴収 
金剛連絡所改修に伴うホー

ル貸出使用料の徴収  
金剛連絡所 ○     

市街化調整区域における公

共下水道受益者負担の検討 
下水道管理課 ○ ○    

受 

益 

者 

負 

担 

の 

適 

正 

化 

公共下水道の受益者負担の見直

し・検討 下水道使用料等の見直し検

討 
下水道管理課  ○ ○ ○  
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 取り組み 具体的な内容 担当課 22 23 24 25 26

広告媒体の拡大 

市封筒等への広告掲載、広告

付備品（モニター広告）の設

置 

総務課・情報公開

課・各課 
○ ○ ○ ○ ○

遊休地等の活用 
市有財産の売却等有効利用

の検討 
総務課・政策推進課 ○ ○ ○ ○ ○

新
た
な
収
入
の
確
保 

駐車場の有料化 来庁者用駐車場の有料化  総務課     ○ ○  
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(4)行政運営の見直し等・・・・・削減目標額 約  １億５千万円 
 

○行政運営の見直し等 

審議会等への市民参加の促進や、広域連携の推進による行政運営の効率化、外 

郭団体の経営の健全化等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 取り組み 具体的な内容 担当課 22 23 24 25 26

情報公開の更なる推進 
積極的な情報公開手段の検

討・導入  
情報公開課 ○ ○ ○ ○ ○

審議会等への市民参加の促

進などしくみづくりの推進 

審議会等への市民参加の促

進などしくみづくりの推進
政策推進課・市民協働課 ○ ○ ○ ○ ○

庁内組織の活性化 

事務分掌、専決規程の見直

し（職の定義・役割の明確

化） 

政策推進課・人事課 ○ ○ ○ ○ ○

情報の共有化による市民サ

ービス向上（業務マニュア

ルの作成及び適正な業務管

理） 

行政事務のマニュアル化に

よる事務把握・事務引継ぎ

の迅速化・人事異動の柔軟

性促進 

政策推進課・人事課  ○ ○ ○

広域連携の推進 
地域主権の実現に向けた取

り組み 
政策推進課・各課 ○ ○ ○ ○ ○

行政評価の活用 
事務事業実施の PDCA サイ

クルによる事業見直し 
政策推進課・各課 ○ ○ ○ ○ ○

外郭団体の経営の健全化 
公益法人のあり方の検討、

自主財源確保 
財政課・各課 ○ ○ ○ ○

行

政

運

営

の

見

直

し

等 

下水道事業における公営企

業会計基準の適用検討 

下水道事業における公営企

業会計基準の適用検討 
下水道管理課  ○ ○ ○ ○
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  (5)庁内組織の改編等・・・・・削減目標額 約 ５千万円 
 

○庁内組織の改編等 

行政のスリム化と市民ニーズに対応した事業実施のための庁内組織の再編

などを検討します。 

 

 取り組み 具体的な内容 担当課 22 23 24 25 26

機構の再編の検討 
人事・企画・財政・福祉部門

などの機構の検討 
政策推進課   ○ ○ ○  

危機管理体制の検討 機能的な体制の確立 危機管理課  ○ ○ ○  

滞納処理部門の一元化 

市税・国民健康保険料・介護

保険料等の滞納処理部門の

一元化 

納税課・保険年金

課・高齢介護課な

ど関係課 

  ○ ○ ○

庁

内

組

織

の

改

編

等 広域連携による事務の効率化 
広域連携による共同処理効

果による既存事務の効率化 
各課   ○ ○ ○

 

 

(6)公の施設のあり方の検討・・・・・削減目標額 約 1 億 4 千万円 

                        

○公の施設のあり方の検討 

市民ニーズに合った公の施設のあり方を検討するとともに、安心安全な施設と

して耐震化を進めます。 

 
 取り組み 具体的な内容 担当課 22 23 24 25 26

幼稚園の統廃合の検討 
園児数・地域性等を踏まえ

た統廃合の検討 

教育総務課・教育指導

室 
○  ○ ○ ○

トライヤルプラザの休止後のあ

り方の検討 
休止後の有効活用の検討 政策推進課 ○  

公会堂の休止後のあり方の検討 休止後の有効活用の検討 政策推進課 ○  

その他公共施設の統廃合の検討 

市民ニーズ・社会情勢など

を考慮した公共施設のあ

り方の検討 

政策推進課 ○ ○ ○ ○ ○

公

の

施

設

の

あ

り 

方

の

検

討 耐震化の推進 
公の施設への計画的・年次

的な実施 
総務課・教育総務課 ○ ○ ○ ○ ○
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  (7)公営企業・・・・・削減目標額はＰ.５(1)定員管理・給料等の見直しの削減  

目標額 約１２億９千万円に含む。 

  

○人件費の削減 

再任用職員の効率的な配置による職員数の抑制や給料等の見直しにより、 

人件費の削減に取り組みます。 

 

 取り組み 具体的な内容      担当課 22 23 24 25 26

職員数の管理 
再任用職員の効率的な配置による職

員数の抑制 
水道総務課 ○ ○ ○ ○ ○

臨時職員の活用 臨時職員の有効活用 水道総務課 ○ ○ ○ ○ ○

給料の減額（平成 22 年度・23 年度） 水道総務課 ○ ○    

昇給率の抑制 水道総務課 ○ ○ ○ ○  給料の見直し 

初任給の引き下げ 水道総務課 ○     

住居手当（持家分）の段階的廃止 水道総務課  ○ ○ ○  

 
 
 

人 

件 

費 

の 

削 

減 

手当ての見直し 

住居手当（一律支給分）の廃止 水道総務課 ○     
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